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(ニ）
(1)

-規模の経済性と設備の不分割性の測定

尾 崎 簾  

清 水 雅 彦

( 1) 問題の所在

1 . 1 一般均衡的な生産理論の体系においては， 競学的均衡の存在証明は， まず(ィ)完全饒争下の 

夢視的企業が多数存在するという仮定，次いで，activity analysisのタームを用いれば，（ロ)有限 

多数個の交替的activityが存在すること，および, （ハ)個々の企業及び社会全体に対する生産可能 

集合のほ性が仮定される。

(イ)の仮定は，すべての企業がprice takerとして市場に登場することを意味し，（ロ)の仮定は，相 

对価格の変化に対する技術の代替性の仮定に対応している。（ハ)の仮定は，数学的には，規模に関す 

る収接不変の仮定と同値であることが容易に証明される。

さて，この研究では，H の生産可能集合の凸性の仮定に分析の焦点を合わせることにしよう。こ

の凸性は，より基本的な二つの仮定 activityの分割可能性（divisibility) と加法性（additivity〉

— に基礎を置いているが，この二つの仮定のいずれか，とりわけ，分割可能性の仮定が，経験的 

に否定されるならば，生産可能ぎ合は，非凸となり，競争均衡の存在は保障されなくなる。このよ 

うに，activityの分割可能性の仮定は，競争均衡の存在証明にとって，生命線ともいうべき重要

注（0 本稿の第7節は，1976年，計量経済学会議（六甲コンプァレンス）において，尾崎. 清水の共同研究r技術ホ化とt模- 

造変化—— 商品 ペースノ 産関数の測定 J の®名の下に報告された内容を核とし，その後の研究成果を附け加えたもので 

ある。全休にわたる構想は，慶應義態大学座-業研'究所生達-構造分析プロジュクトのメンバーによる討議に:̂ うところが 

多い。

( 2 ) 競争均衡の存を,!iH明には，通常，生産iniでは，個別企業の生産可能後合Y /の凸性の仮定と，それから導かれる社会 

, 全体の生可能集合Y の凸性が仮定される。この生と，消費者行動理論における選好の凸性を基本にして与•えられた 

価格体系の下での企業及び家11'の内部均衡の図式と社会全体のホ場均衡の因式が結合されて，競身t均衡の存在が証明さ 

れる。この体系では，経済を構成する基本堪位は，生産!}1位としての伞樂と，消費単位としての家t十を考えれぱ-ト分で 

ある。後に兄るように，財に不分割性の単位力;資際に計測される時には，この生産位の他に，商品堪位という概念の 

導入が必要となる◊ 競制 肩̂の存在征明については， たとえぱ， Arrow & Hahn I：1〕，第 3章を参照せよ。



な役割を果していることがわかる。この仮定の成西は，理論上の問題というよりは，本質的に，統 

計的検誰の結果に依存する問題であろう。

この稿では，生産関数の評測という手段を通じて，幾つかの部門における規模の経済性と資本設 

傭の不分割性（inmvisibmtjT)の存在を確認し，さらに不分割性の単位:(設備の標準能力規模standard 

u n it s )の測定を試みる。

以上の分析の結果，全経清のうち，少なくとも複数個の生産部門無視し得ないと判定される
( 4 )

大きさで，設備の indivisibilityの存在するととが経験的に確認されるとすれば，その結果は，ま 

ず当該部門に属する各企業の生産可能集合Y ,の凸性を否定することになるだろう。 それは，社会 

全体に対する生産可能集合Y の非凸性を伴い，そめ当然の帰結として，これまでの理論的粋組の中 

での競争均衡の存在は保障されなくなる。とめとき経済の動的均衡のプロセスは，どのよう'に考え 

られるのだろう力、。これが本稿の問題提起の一つである。

1 . 2 すてにわれわれは目U稿 r経済発展の構造(-)j〔20〕で，古典的なレオンチィュフ動学体系の 

解釈をめぐる二つの方向について述べた◊ —*つは，activity analysisの適用による.新古典派的励 

学体系の一般化であり，他は，レオンティフま身による構造変化を含む動学体系への拡充の方向 

でぁっすこ。そこでは，同方向の基本的相違点 ;̂ 1 ,"構造" という概念の有無，および，"時間，，概念 

の相違というニ点に求められることを述べた。

確かに，新古典派的一般均衡の体系では， "構造" という概念の導入を必要としない。 それは2 

生産の分析における生産可能集合の凸性の仮定に大きく起因している。この仮定により，相対価格 

の変化に对]̂ ；して各個別企業は自由に技術を選択し，生産主休及び消費主体の合理的行動が基本と 

なって社会全体の競争均衡が導かれることになる。そこには企業行動を制約する条件としては，自’ 

由に選択可能な技術の全メ ニュ一が提示されているのみであって， いかなる意味であれ- "構造" 

という概念の登場してくる金地はない。

他方，レオンチィュプ自身による齿典的なレオンティュフ動学体系の定式化およびその後の構造 

変化を含む勘学体系への拡充されたモデル（"The dynamic inverse" m odel〔10〕）では，構造及び 

構造変化という概念が，理論摸型の中核を形成している。この構造という概念の導入は，経済体系 

の均衡成立にどのように作用するのだろう力、。7!r典的なレオンチィュフ励学体系においては，構造 

という概念はきわめて明快かつ堪純に定義できる。極端に狭く解釈された構造概念は，いわゆるレ

r n 旧学会雑誌I 73卷 1号 （1980年2月）

注（3 ) 唯一つの部n にのみ in c liv is ib im yが檢出されるならぱ，その財の^^産を公有化し，非ホ場取引|けとして极えぱよい。 

複数個の部門の接Kすには，後にのべる部門® 列filfi序の確定と組合わされたとき，その燃響が，他の取?j |市場全体に大き 

く波及することが考えられる◊

( 4 ) 設 做 の め 堪 位 が 無 祝 し 得 な い は ど 大 き い か 否 か は ，他の経济® との相対比によって定まるものである。

—— 2 — ~-



経済発展の構造分析（ニ）

オンティゴ•フ動学モデルの式

(1.1) AX，*f XO + CfニX‘

における，技術係数行列A , および資本係数行列B の不変性およびその数学的特性として解釈され 

た。レオンティエフ励学体系を解釈するにあたって，この係数行列の不'変性を最も厳密な形で適用 

したのは，主として新古典派の学者である。も.し，A行列，B行列が，他の諸耍因のいかなる変化 

に対しても不変に止まるならぱ，部 門 間 （より厳密には商品間）の技術的結合は，経済全体に"がん 

じがらめの構造" を形成して，そこには，自由な企業行動の登場する余地は全くなくなってしまう 

だろう。この極端な解釈は，"構造" という概念の導入が，いかに新古典派的な"競争均衡の成立" 

という概念と相対立するものであるかをよく示している。換言すれば，撥造概念の尊入の可否は， 

それがどれだけ自由な企業行動を制約するかという点をめぐって論ぜられてきたと見■るととができ 

る。 われわれの研究では， この構造という実体が， たとえ全経済に対してではなくとも，，部分的 

に，経済の一角に形成されたとき，経済全体に対する生産可能集合の性は， どのように歪められ 

るだろうかが問題とされる。

1 . 3 享実，一つの理論摸型を構築するとき，そこに "構造"という新しい概念の導入を必要と 

するか否かの論議は，第 1に構造概念をどのように定義する力、，第 2にその概念の導入が全体系の 

性格にどのような影響を与-えるか，そして第3に，ここに定義された構造という概念がいかなる要 

因によって定着するのか，という三つの問題に答えられなけれぱならない。このことをレオンティ 

エク体系について考察してみよう。

—般に，構造という-概金の基本的性質の一̂'"は，「全体と， それを構成する， 各異質的部分とめ 

.間にみとめられる相互依存性（inter-dependency)の存在とその性質J とい'う点に求められるセあろ 

う。レオンチィュフ体系においては，経済全体をいくつかの部門（sector)に分割し，各部門間の 

相互依存関係によって全体が構成されるとする。産業連関分折が, ときに多#門分析（multi-secto- 

ral a n a ly s is )とよばれる所以である。このとき第1 の問題に閱して次のニ点が問題となる。その一 

つ は 「異質的な部分としての部門概念を，いかなる基準によって分割するかj という問題であり， 

他 は rこれら部門間に相互依存的関係を，，発生させる基本的要因は何か」 という問題である。第 1 

の問題に関していえば， レオンチィュフ体系においては，「生産部門の分類は， 基本的には商品生 

産の技術的同質性を基準とする」という立場をとる。つまり，任意の二つの商品の生産方法を比較 

して，その技術的性質が異なれば，その商品は生産技術に閲して異質的な商品であるとみなされ，. 

異なった部門に格付けされるのである（技術の同質性を基準にした商品ペースの部I，盼割)，

次に，第 2の問題について，この部門間の相;S：依存性は，どのような要因に起因して発生するの 

であろう力レオンティュプ体系においては，これら部門間の相互依存性の発生は，基本的には，

雄:雄豫 J.*雄ISKsa数め; ぶ̂̂------------------------------------- -. ’ ；-も..T.. 突-.--iJS.-.j-..t■ふ--.''
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(イ)各商品の生産に固有の技術的特性

(ロ） 各商品ごとの生産プロセスの間に存在する技術的関連性

(ハ） これらの技術特性の中から現実の生産構造を具体化して行く個训企業の投資行動 

という三者の結合によって，その経済に特有の:^造が形成されると考える。

(イ)は，商品ペース生産関数の測定の問題であり，（ロ)は，現実の産業速関まにみられる部門間の結 

合の状態や，部門配列の順序性に関する帰納的発見の問題である。(ハ)は，資本r 休化された技術変 

化が，企業の投資行動によって各時点の資本ストックの分布およびその技術的構造を現実に形成し 

て行く過程の分析である0 

以上三点にまとめられた課題は， 本研究の中核となる部分である。 レオンチィュフま身は, 

"The dynamic inverse"に至る--連の論文で，一貫してこの方向の研究の重要性を示唆してきた 

力て，自らはこの要因分析を行なうことはしなかった。

' 第 3 の問題として，もし以上のような一連の分析結果に基づいて，技術特性に起因する一*つの構 

造が現実に観測されるとするならば，構造概念の導入が動学理論体系全体に及ぼす影響はきわめて 

大きい。その一つは，すでに述べた生ま可能集合の非凸性の問題であり，二つには，伝統的な競争 

均衡径路を包括する，より拡充された理論体系の構築が必要とされる点セあろう0.この分野は，理 

論的にも卖証的にも未開拓の分野であるが，われわれの線上では，この方向を，麼史的な時間の推 

移に伴う構造変化の過程の分析として展開したいと思う。

1 . 4 以上，分析の視角と研究の方向についての概略を述べた。 冒頭にのぺたように， この稿の

課題は，規模の経済性と，設備の indivisibilkyの関係を経験的に確認し， その不分割性の単位

(設備め標準能力規模）を実際に測定してみることにある。このことは，次のニつも意味している。

一つは，規模の経済性にもとづく設備のindivisibilityの存在が伝統的な理論における生産可能集 

合の凸性の仮定に抵触するという間題であり， 他は， それが，"構造，，を確定するための必要条件

の一つとなるということである。後者の "構造の確定，，という問題に対する分析は，次稿以下に譲

られる0

( 2 ) 幾つかの予備的考察

2 , 1 まず，activityの分割可能性と，財の分割可能性の区別から始めよう。生産の分析に導入 

された "activ ity"という概念は，あくまで生座*技術の一つの表現形まであって，それ自体は実態 

概念ではない0 したがって，activityの分割可能性も，activUy analysisという分析手法の有効 

性のために必要とされた形式的特性に過ぎない。他方，財の分割可能性，あるいは不分售I梅という
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概念は，本来その财の生産技術の特性に基づく実態的な存在である。その結果，財の分割可能性が 

経験的に確認されれば，a c tiv ityの分割可能性の仮定は容認される力;， もし，財の分割可能性が 

否定されれぱ，activ ityの分割可能性は，当然否定されることになる。この理由により，競争均衡 

の存在証明に対して，基本的に必要とされる生産可能集合の凸性の仮定は（形式的には，activityの 

分割可能性と加法性という二つのより基本的な仮定から導出されるが)，本質的には財の分割可能他の有無 

に関する経驗的検IEに依存しているのである。このように，財の分割可能性の有無の検誕という問 

題が，以下の展開にとって最も中心的な課題となっていることを確認しておこう。

2 . 2 次に，財の分割可能性の有無について，この班究においては， とくに資本設備の分割可能 

性の問題のみを重視する。 その理由は次の通りである。 一4 ^に資本設備の建設r は， たとえぱ， 

0 .6乘法則と呼ぱれているような投入• 産出の工学的な関係がしばしぱ見出だされている。例えば， 

溶鉱炉建設における工学的法則（engineering law )はその例である。溶鉱炉を大型化していく場合， 

‘炉内容積に比例する産出能力と，他方，炉壁の表面積に比例する使用原材料の投入量との間には， 

近似的に3対 2 の物的役入• 産出の関係が存在するであろう。多くの化学工場の建設の場合にも， 

この法則が妥当する。した力; って，何等かの基準の下で溶鉱炉や化学プラントには，その時点での 

最適な規模が存在することになる。この最適媒模が，そのときの市場規模との対比において相当程 

度大きいと判定される時には，溶鉱炉という資本設備を建設するときに，財の分割可能性を仮定す 

ることは，当然容認されないであろう。

後に息るように，すべての部門についてではないが，一般に装置工業と名付けられているような 

諸部門では，多くの場合，資本設備の不分割性の存在ヵ獵験的に確認される。一*般財の分割可能性 

の間題に比べて，資本設備の場合には，その不分割性の発生が，本質的に工学的な諸関係に起因し 

ていることに重要な意味がある。再Wすれば，資本設偷の生産プロセスにおいては，純粋に工学的 

''な関係（engine<ering la w )が投入-廣出の物的な関係における規模の経済性を発生させる。この関 

係が，その時点の価格体系の下での企業の合理的行動（たとえば生産物単位当り費用極小の技術選択行 

動）.と相まって，その時点の資本設俯の不分割性の単位（standard units of equipment).を決定する。 

このようにして，生産関数の測定という手段を通じて，規模の経済性と資本設備の不分割性の発生 

の関係が経験的に検証可能となる。この工学的法則を基礎にするという際立った特質が，本研究に 

おいて，財の分割可能性という一‘般的な問題を限定し，資本設備の不分割性の問題のみに集中L た 

この一つの理由となっている。さらに，この資本設備の不分割性に分析の焦点を合わせたというこ 

との基底には，技術焚化の分折という間題に対し，資本設備に体化された技術特性と，その変化を 

SI视するというぽ本的な考え方が存在していることに注意すべきである。後にのぺるように，この 

ような考え方は，レオンチィュプ動学体系
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(1.1) AX ‘+ B (X h_i -XO  + C{=='X*

における，資本係数行列Bニ〔みi / ] の時間的変化に，構造変化の基本的要因を求め， かつその影響 

を探るというわれわれの接近方法に直結するからである。以下の展開では，この資本設備の不分割 

性の単位を，各時点における標準プラント能力規模（standard units of plant - scale)という.概念に 

よってとらえることにしよう。

2 . 3 第 3 に, この研究では，生産休系を構成する基本的単位として，次の二つを区別する。
( 5 )

( i ) 生産主体の単位（production units) 企 業 （Tirm)
( 6 )

( i i )資本設備の標準単位（standard units of equipment;) プラント（plant)

この区別を必要とする理由は，次の通りである。まず，新古典派的体系では(iOの商品に関する単 

位の概念を全く必要としない。周知のように，伝統的な一般均衡体系の理論では，（イ)各主体（家計 

および企業）の内部均衡の図式と， （ロ)各商品ごとの需給均衡の図式， というニ組の分析装置の合体 

ゼ、、社会全休にわたるすベての価格と数量に関する競争均衡解を導出する。この分析手法を成立せ 

しめるためには，すべての微視的個別企業がprke- takerとして行動することが前提とされる。 

この結果，完全競争下にあるすベての個別企業にとって，価格体系は所与としヤ与えられ，この仮 

定の上に上記(イ)の企業の内部均衡の図式が成立する。

いま，この特徴をactivity analysisのタームで表現すれば，次のように説明されるだろう。ま

ず，完全競争下の企業を前提とする。このとき，任意の企業/ の生産可能集合Y /を， 当該企業に
( 7 )

とって技術的に可能なすべてのactivity vectorの集合であると定義するo

このとき，（ィ)と(ロ)のニ組の分析装置が競争iき衡の存在を導出するための最も基本的な仮定の一 )̂  

は，この生産可能集合が凸銀体の形状をもつことである。
( 8 )

(仮定 1 ) . Y / は凸集合

この仮定1が，より基本的な一~"activityの分割可能性と加法性という二つの仮定に基礎をおい 

ていることは言うまでもない。このとき，われわれは，これらのactivityが企業のactivityであ 

り，その分割可能性と共に與なった企業間でのactiv ityの加法性が仮定されていることに着目す 

る必要がある。すでにわれわれは，財の分割可能性を前提にして，ほじめてactivityの分割可能性 

が仮定されることを述べた。したがって，すべての:ife業にとって，activityが分割可能性と加法性 

の仮定を充たすという前提は，前もって，あらゆる財の分割可能性を先取りしていることになる。

注（5 ) とのproduction unitsという語をJohansen〔9〕，Sato〔16〕と同じ意味で使;Iける。 .

(5 ) Shmdard unitsという概念は，McLeod〔12〕で使用されている語である。 ‘

( 7 ) とのactivity vectorの成分は，社会に在在するすべての財を含んでおり，そのうち, IEの成分は邀出量，鱼の成 

分は役入f f l ,ゼロの成分は当該企業がその财を売りも買いもしないことを示している。
( 8 ) 仮定1に関する叙述は，Arrow & H ahn ,〔1〕pp* 63〜65に従ゥた，
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経济発展の構造分树（ニ）

このような分析体系では，資本設備の不分割性の単位という概念設定の必要は全く生じない。伝統 

的理論の前提の下では，経済を構成する基本単位は，（りのproduction u n its ,つまり個別企業の 

概念だけで十分なのである。

これに対し，この稿の研究においては，財の分割可能性，とくに資本設備の分割能性の仮定に 

ついて，その経験的妥当性を直接検誕しようと試みる。梭IEの結果，もし設備の不分割性(indivi- 

s ivility)が検出されたとすれば，直ちに財の不分割性の単位，つまり商品の標i妈単位の設定を必要 

とするであろう。とりわけ，後に考察される経済構造の確立には，この設備の不分割性の単位（後 

述のプラント能力規模）という概念が重要な役割を果たすことになる。 .

( 3 ) 商品ペース生産関数

3 . 1 さて，ここで（商品ペース）生産関数の概念を明確にしておこう。 投入，産出の技術的関係 

を把握するのに，学説史的には大きく二つの流れが見られる。一つは，伝統的な耍素代替的生産関 

数の定式化の方向であり，他は，レオンティュフ生産関数の基礎を与える工学的生産関数の定式化 

の方向である。両者の顕著な相違は，次の点に見られる。通常，新古典派的体系においては，企業
し ( 9 )

別の生産関数個別企業に固有の生産関数—— という概念の定式化が試みられる。それに対して 

後者においては，商品別の生産関数—— 個別商品の生産過程に固有の生産関数—— の定式化が試み 

られる。そこで前者を新古典派的生産関数による接近，後者をレオンティエフ体系における商品べ 

ース生産関数による接近と呼ぶことにしよう。

3 . 2 さて，商品ベース生産関数の基礎に，より自律度の高い工学的生産関数（engineering pro­

duction function) が存在すると考え，その分析を基盤にして，前者を導出しようという試みが初め
<10〉

て開始されたのは，チ ネ リ イ H. B. Cheneryによる一連の先,躯的論文であったQ チ;^ネリイの 

研究の画期的な着想は,まず(イ)経済変数 (economic v a r ia b le )と工学的変数（engineering variable) 

を峻別し, 次いで，（ロ)生産という活動に対して，経済的な価値増殖の過程と，自然法則あるいはエ 

学的法則を基盤とする原料変ダタの工学的過程を区別して，前者を経済的変数で記述し，後者を工学

注（9 ) たとえぱ，Sato〔16〕，Johansen〔9〕等をみよ。そと力は，任意の企業の生産関数が次のように定式化される。異 

, 赏資本の存在を前提とすれぱ，各企業の保有する資本は2：いに與賀かづ相冗に比較不能なものと仮定される。資本を々， 

労働を, ，生産物をびでまわせぱ，第》‘番の企業のミクロ生産関数は，. び/ニ/<.0»'も，か! 0, »•ニI ,2，…，《;'企 

業番号とまわせる。ここに《f, •‘は，それぞれ資本および労働の能率係数を表わし，雨係数は互いに比較不能な與質

' 資本を均質量に变換する修正# 位となる。技術変化に閲しては《のみの増加が資本拡張的，クのみの增加が労働拡張的♦ 

« と0の比例め助加が中立的技術進歩jと定義される。なお，このような接近に•対する批判につV、ては，尾崎〔19〕pp. 

272〜273を参照せよ◊

(10) H. B. Cheiiery〔2〕, 〔3〕，小 船 郎 〔ゆ。 '

—— 1 —



I

I

的変数間の関係としてとらえ，最後に，（'SI後者の工学的関係から前者の経済学的あ産関数を導出し 

ようと試みた点に見出されるであろう。これらー^ ^ の研究成果は，経済分析における生産関数とい 

う概念に工学的法則を基礎とする実態的内容を与えたという点で大きく貢献し

[三田学会維誌j 73巻 1号 （1980年2月)

3 . 3 以上のようにチ* ネリイの研究には，多くの興味ある点が见出されるが， とりわけ， 業

連関分析の視点からは，次の点が最も重視さるべきであると考えられる。それは，いかなる生産で

あれ，すべての生産活動に共通の最も基本的な要素を"個々のユネルギー形態の変換（energy chan-

g e s ) "の過程としてとらえている点である。いかなる商品の生産であれ，その本質は，材料を変形

するプロセスに適用されたユルギー形態の転換の過程—— 熱エネルギーを力学的エネルギーへ変換

するような例—— にあるとみなす。この個々のエネルギー変換の過程を生産工程の単位とし，これ

を単位プロセス（unit process)と名付けよう。経済全休の生産徒動は，結局のところ，この単位プ
(12)

ロ，セスの"-連の連鎖あるいは網の目として把握されるだろう。基本的には，この単位プロセスごと
(13)

に，単一の商品 （a single commodity)が定義されるととになる（商品分類の工学的基準)。

このように考えると，商品ペース生産関数とは，工学的な単位プロセスに対応するプロセス生産 

関 数 （process production function)の経済的側面を定式化したものにほかならないことが判明| ネ,

プロセス生産関数一

process production 

lunction

-工学的側面：
'原料変形の過程 (material transformation process)

原料変形の過程に適用されたュネルギ一変換の過程 
(Single energy changes)

レ、みjし . 原材料変形の過程を財のinput-outputの流れとしてと 
一経済的側面ニ \

[ ら免た関係（conin^odity-base production function)

注（1 1 ) この接近は，とりわけ技術変'化の分析に貢献するものであり，また，商品分類の基準に一つの工学的基礎を与えると 

いう意味において进耍である。Leontief〔l l〕p . 14を見よ。

( 1 2 )通常の産業速関まに対あして，もし経济全体の技術連関まの作成が構想されるとすれぱ，このunit processの連結 

を基準に作成することが有効であると考えられる。

( 1 3 )化遗の全体系をおおう投入と産出の網の目は，経済学的には，財の役入-産出の流れ（通常の投入"•ま出表）として 

とらえられる力;，工学的には財を変形する過S? (material transformation process) に適用されたエネルギー投入 

と，その変換の過程として把握されるであろう。いかなる財の生産‘活励であれ，個々のエネルギー転換（energy ch- 

a n g e s )を基準にして一'̂ ^の取位プロセスを定義し，それにもとづいて组産活働を統一的に把握できるという立場を， 

初めて主張したのはチェネリー〔2〕であった。 この論文によっ て，経済学的生産関数の工学的基礎が明らかにされた 

力;，チ :^ネリー及びその後の一連の工学的接近に基礎をおく奶究は， Iきづから天然ガス，輸送，水力発IS, イ匕学プラン

ト等，個別の分析に止まらざるを得なかゥた。との稿の展開は，チネリーその他の-:連の基礎研究を基族に掘えなが 

らも，その分析fi的は，レオンティエフ励学体系の拡充という経济全体の…般的扣互依存関係の定J■た化に心をおいて 

いる。その結果，われわれの場合は，工学的変数ではなく，並本断こ経済変数および経済統針資料を用いて，工学的関 

係を基礎とする生産fiy数を計測しなけれぱならない。そこに工夫された分析概念が，商品ペース生産関数の概念であり， 

また財の不分割性の測定に関する"plant"慨念の襟入である。 、.、.

( 1 4 )このように，通常の産架連関まに同一商お,分撒こもとづく iH位ノロセス技術速関まを想走することは, 後述する"構 

造の確定" という問® およぴ構造形成の要因分析にきわめて有用な接近を与えることになる。

、 —— 8 ——



経済発展の構造分析（ニ）

3 . 4 そこで, この項では基本的にはチょネリイの工学的生産関数の概念に沿いながら， 経済分 

街の次元での商品ペース生産関数の定式化を試みよう。 '

まず, チエネリイの定義したi)i位プロセス（unit process) ごとにどのような工学的生産活動が行 

なわれているかを見ておかねばならない。チュネリイは，生産プロセスの概念は次の三つの段階に 

よって把握されるとのベる（関数はすべて工学的资数で表現される，変数記号については脚注(15)を見よ）。

第 1は，一つの品に原料を変形する過程に何がなされなけれぱならないかという考察である。 

これを工学的変数で表ホしたものを原料变形閲数（material transformation function)と呼び，

. ( 3 . 1 ) タ（Xi, f h ,ミu Er)ニ 0 

で表わす。この原料変形過程には，当然必要なュネルギー投入量Er (required energy〉が適用され 

ていなければならない。

第 2は，この必要ュネルギーEj•を提供するための種々の生要素の組合わせ（combination of 

actors)である。これを，エネルギ一̂供給関数（energy supply function)

(3.2) Erニ E O O , P : 各生産要素の特性変数 .

と呼ぶ。このエネルギー供給関数は，当然資本財や労働の特性，および.エネルギーの形態等を舍め 

た生産要素に関する種々の特性変数タf (添字i は種々異なった型の特性を示す）の関数であろう。この 

関数によって表わされた種々のュネルギV*供給の形態は，次節の設備の不分割性の慨念の導出にと 

って決定的に重要となる6 例をあげておこう。ある生産プロセスにとっては，労働と種々の道具の 

組合わせが，E ( p O 関数の内容を形成する（労働者とシャベルの組合わせによる土盛工事の例)。他方， 

化学部門等においては，殆ど無人イ匕された化学工場プラントが， E 0 ? 0 関数の実熊となる。 次節 

でのべるこのプラントという概念は，このエネルギー供給関数E O o f )が極端に資本装備化された 

形態になぅた場合の資本財の塊という概念に相当する。

第 3 の関係は，この技術的に確定された生産要素の組合わせ（E O f )関数の確定）に対し生産を 

輯行するためには，どれだけの経済変数の投入量を必要とするかの関係である。これを各財の役入 

関 数 （input functions)と呼ぱう。

(3.3) m ニmCjtO ；原材料投入関数

( 3 . 4 ) ツ 0 0 ;生産要素投入関数

注( 1 5 ) チOVネリイは次のように変数記号を定める。

プロセスの耍素(p ro cess e le m e n t )経済的変数 ( q u a n t i t y )工学的资数 (p ro p er tie s)
m.

k

1. 原料（mat e r i a l s )
2. 生座要素：（Fac t o r s )

[.(a)資本財(capital g o o d s )  
j 0̂)労働(labcn.)
I (e〉エネルギー（en e r g y )

3. ま-出物(ou t p u t )
ととに;r 学的变数とは，直接価格の付与できない特性交数を指す，金属の® 庇，温庞，速度等。

—— 9 — -
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以上の三種類の関数の総体が, 工学的生産関数の内容を形成するのである0

r三旧学会雑誌J 73卷 1号 （1980年2月）

(16)

3 , 5 上述の原料変形関数（3 .1 ) ,エネルギー供給関数（3 .2 ) ,投入開 数 (3.3), (3.4) の方程 

式体系において，もし，0 .3 ) , ( 3 .4 )の各投入関数に，それぞれ一つずつの特性変数冗< が対応し 

ている場合には, (3.2), (3.3), ( 3 .4 )の各式を，（3 .1 )式に代入することによって,

(3.5) も（X, pily k\f 11, \̂)— 0
(17)

を導出することができる。この式に含まれている投入変数は， すべて原料投入W i ,資本投入 /む， 

労働投入 / 1 ,ネユルギー投入れという経済変数である。こ の （3.5) 式が経済学で一般に使われて 

いる生産関数の概念にほかならない。 われわれは， これをより厳密に商品ペース生産関数（com- 

jnodity-base production function)'と呼ぽう。その理由は，この関数の成立雜位が基本的にはUnit 

processに対応した商品ごとに確定されると考えられているからである。

この商品ベース生産関数が，工学的には , 各単一のエネルギー変換 （single energy changes)

ごとの原料変型関数に対応していることに注目しておこう。このときレオンチィユフ励学体系に対 

応するこの商品ベース生産関数の一般型は，次のように書けるであろう。

(3 .6 ) J 'rリ, ズ2_/， Xnjf hi ぶリ，ぶ2プ， . " ，Snj).ニ 0 

ここに,，Xメは，第メ商品の産出量，を Xij O ' ニ 1 , 2 , …， " ）は，みを生産するために必耍

とされた各商品のフロー中間財投入量，各 Sij ( r = l , 2, ..，， n ) は，Xプの生産に使用されて 

いるプラントを各物的構成要素に分解した第!•資本財の投入量を示している。（3.6) 式は通常の商 

品ペースあるいはプロセスごとの虫産開数であり，各投入量と産出量の関係を記述したものである。 

新古典派の体系は（3 ,6 )武の関係に一次同次を仮定して， それを，複数個のactivity概念の導入

によって再編成したものと解釈することができる（サムエルソン，ソロー， ドルフマン〔I?〕）。

/ •

( 4 ) "plant"概念の導入

4 . 1 さて，われわれは財の不分割性の問題にもどらなけれぱならない。 まず， 最初に財の不分 

割性の問題は，個々の商品そのものについて問題にされるのではないことに注意してお‘こう。たと 

えば，すべての商品は，その使用された目的の相違によって，消費財，中間財，資本財のいずれか 

に区分される。（この時，同‘ 商品が上記用途のニつあるいは三つの0的に使;》されることは，もちろん可能 

である《自動Ifiは家針に耐久消劇けとして，企業には資本財として使用される）。

いま任意の第i 商品について，経済全体に対するcommocUty-balanceの式を考えてみよう。

注（1 6 )との展開の詳細については，Chenery〔3〕pp. 301〜305および小尾〔13〕をよ。

(17) 般には，各役入関数は複数個の特性变数の関数であるから（3 0 式を解析的に導出するととは困難である小m a s 〕。

一 一 - 10 —
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^1.ヤ + り+ CfニXf, ( / ニ 1 , 2 ,  .‘., « )

左辺第1項は，各部門に投入された第i 商品の中間財需要の合計，第 2項は，各部門の投資目的

に使用された第 i 商品の資本財需要の合計，そして第3 項は家計に講入された第i 商品の消費財需

要部分を示す。その総計は右辺のその年に生産された翁i 商品の総供給量に等しい。との式にも見

られるように，消費財，中間財，資本財等の区別は，決して各財に固有の商品特性によって分類さ

れたものではなく，単にその使途の相違によって，事後的に分類された概念に過#ないことがわか

る。したがって，資本財の不分割性という概念を直接問題にすることは，それが商品に固有の技術

的特性を反映していないという意味で決して有効な分祈を与えないであろう。他方個々の商品その
(18)

ものの不分割性を問題にすることも， 有効な問題提起とはならない。 その理ffeは， 単 一 商 品 （a

single commodity)の厳密な定義は，基本的には，先の工学的な単位プロセス（unit processまたは
. (19)

unit energy changes)に対応して与えられているからである。したがって自動単1台を半分に分割

することができないという問題はそれほど重耍な耍素ではない。われわれはむしろ単一商品の合成

物としての資本設備建設の過程に規模の経済性の発生する基盤を求めた、、と思う。

4 . 2 すでにのベたように，財の不分割性が決定的に重要となるのは, それが，本質的に，技術 

特性に甚づいた規模の経済性の効果に起因して発生する場合であろう。既述めように，近代技術の 

.特性が顕著に表わ'れるのは，個々の商品の生産過.程 (industrial process) におけるエネルギー変化 

の場である。先のチ:nネリイの定式化では，ュネルギー供給関数

(3.2) Erニ E ( »

力' ; ,種々の生産要素の組み合わせとして具体化された場に相当する。とりわけ，鉄鋼設備や化学エ

場設備のような資本設備には，純粋に技術的な規摸の経済性にもとづく設備の不分割性の発生が予

想される。この視点から，各商品の生産過程を可能ならしめる資本財の総体としての資本設備に

対 し " p la n t "という分析概念を新しく導入することが有効であると考えるのである。

たとえぱ繊維商品の生産に対しては，繊維機械およびその周辺機器や構築物を綜合した繊維プラ

ソトが存在し，化学製品の生産には，同様に化学プラソトが存在すると考えるのである。

仮定 1 .，任意の商品の生産に対応する各プラントは，その物的構成要素として，個々の商品に分

解できると仮定する。この仮定は，レオンティュフ動学体系における資本係数行列

( 1 . 1 ) 13 ニ〔み" 〕, みよゾニゾ/Xプ，ここにりメは個々の資本財投入量

またXメはプラント能力

注( 1 8 )しぱしぱ，財の不分割性の問題に対し，シャベル一本とか自動ポ一台と力'、のi}i位に対し，シャベル0.5本とか，自動 

眾0‘5台とかの，意味のないことが問題とされる。このような例示については, アロー. ハーン〔1〕にも見られる。 

( 1 9 )したがて，この観点からは自動ホや洽鉱炉は個別のiji一商品というよりtよ多くのi|i一商品の合成商品と考えるべき 

であろう•

_ - 11 _
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という概念に明確な経済的意味を与える。たとえぱ，第 ；商品の生産に対応するプラントの長ifeli 

成要素は，次のベクトルで表わされるであろう。

( 4 . 1 ) (ぶり，Szj，."Si j, .‘.Sn_/)

もしプラントの生産能力をX jで表わすとき，能力単位当りの資本係数を

b ijニ SijfKj

で定義すれぱ，わり表示で, このプラントめ物的構成要素は，次のべクトル

(^4.2) (Jh j，ゐ2_/， bnj)

で表示することができる。これが，レオンチィュプ動学体系における資本係数行列B ニ〔み{プ：）の列 

ベクトルの意味にほかならない。

さて，もう一'̂：̂>次の仮定を付け加えよう。

仮定2 同一商品の生産に使用されるプラントの設計段階では，複数個の互いに異なった物的構‘ 

成要素をもつプラントの設計が可能である。

この仮定は，通常の技術の代替性を許容するactivity analysisもしくは線聖計画の手法でとら 

れている仮定と同様の意味をもっている0

r三田学▲雑誌j ア3卷 1号 （1980年2月）

4 . 3 仮定 1 , 仮定 2にもとづいて種々異なるプラントが多数存在する場合，その異なるプラン 

トという言■葉の意除に二つの面があることをここで指摘しておこう。

一'"：>は，すでにのぺた各プラントの物的資本財構成の相違である。仮定 1 と仮定.2 によって，第 

メ商品の生産に使用することのできる第ぶ番目および第ゐ番目のプラントの物的資本財構成は，次 

のように表わせるであろう。

(4.3) (Sび，ぶな，" ，. "ぶS’ .…..4 y ) ;第々番目のプラント

(4.4) ……sg)……5® ) ) ;第み番目のプラント 

もし，これらのプラントが，その時点の新規投資によって構築されたとするならぱ，

(4.5) = S  Pi s\f

(4.6) K f 〉= I j  ん

は, それぞれ第ふプラントおよび第/zプラントの建設費用を表わすことになる（とこにんは各資本 

財の価格、

4 . 4 第 2 の面は，異なつた物的構成をもつ二っのプラントは， 当然異なった技術特性をもっと 

、うことである0 この興なった技術特性を，当該プラントの生産能力およびこのプラントを稼勘す

—— 12   -



- 経済発展の構造分析（ニ）

るために必要なすべてのinputsの量を要素とする次のぺクトルが表示するととにしよう。第 f 商 

品の生産に対して第も番目のプラントの生座力をXすで表わしを生産するために必要な中間 

投入量を: ( i  = 1 , 2…?り，また必要労働量をL(5〉で示すと，

, (4 .7 ) ( X ( y , ズ(/ノ x\)\ … ‘" Xも> ,L (り

は, 第ん番目のプラントがもつ技術特性をあらわすべクトルと考えられる。同様に異なった技術特 

性をもつ第み策目のズラントの技術特性は，

C4.8) … x i ) \  Lサり

で示されるであろう。

(4.7), (4.8) の技術特性ぺクトルの各要素は， 現実の産出量や投入量を表わすものではなく， 

それぞれのプラントの技術特性を表わす特性変数であることに注意しておこ(2̂ 〉。

4 . 5 さて，われわれ，この技術特性ベクトルの各要素に対して，更に次の二つの仮定を設ける。 

仮定3 各プラントのそれぞれは，確 定 し た プ ラ ン ト 能 力 Ck = 1 , 2 ,  ... n ) を持ち，与 

免.られた各プラント能力X(f に対応して，他の特性変数はすべて一義的に定まる，

(4 .9 )‘ Xij~fij(Xj^ i = 1 , 2 , …, n

(4.10) Lj ニ ffjOQ)

(4.9), C4.1の式を用いると第ゐプラントの技|1̂特性ぺクトルは，

( 4 . 1 1 ) ( X デ)，ん ( X j り ， ん … / „ X X j « ) ,  g メび;"）

となり，結局は，プラントの技衛特性を，プラント能力みのみによって表わすことが可能となる。

仮定 4 およびダブの開数型を次式で近似する。第；商品の生産に使用されるすべてのプラ

ントの集合に対し，

(4.12) x t j ^ d i j i = 1 , 2 , … 71, かつル fメニ 1.

(4.13) X；w 0 1

(4.12)式は，もしだりニ1ならぱ中間投入係数《りが魏模に関して固'定係数となると 

また(4.13)式は，

(イ） もしんメ = 1 ならぱ，規模に関して労働係数 I jニL jI X は不変となり，

>±(20)このプラントの技術特他ぺクトルのより詳細な展開については，Ozaki〔18〕，を見よ。

(21) (4.12)式においてかな1すなわち中間役入係数び/メ=constの仮定については後節でとの俊定を緩めるととを試みる。

13 —
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I

(ロ） もし/Swく 1ならぱ親模拡大につれて労働係教らは,

(4.14) /'ニび L プ

に従って適減して行くことを示している。

仮定3 および仮定4 の妥当性は，共に経験的に確認さるべき問題である。

( 5 ) 要素制約型生産開数の導出

5 . 1 上述した商品ベース生産関数

(3.6_) J jC ^jf <̂2ゴ, ...义nプ， Sij, 2̂'，"''SnJ) — 0

と, plantの特性関数

( 4 . 9 ) ズfプニ/■<ゾ(Xプ)，（i = 1 , 2 … n ) ；中間財投入関数

(4.10) ;労働投入関数

を連立してみよう。

(4.9), (4 .1 0 )を （3 .6 )に代入すれば，

( 5 .1 )も(X ハ Sij) Szj) — 0

が得られる。（5 .1 )は資本設備の物的構成とその生産能力の関係を示してV、る。

さて，すでにわれわれは，資本財の総体としてプラントという概念を導入し，その物的構成を

(4.1) iS ij, Szj, …5„プ）

というベクトルで示した。いま，このプランが/ニ 0 時点に建設されたものとし，その時点の各財 

の価格を/>。ズト= 1 , 2 …クりとすれぱ，このプラントの建設費は，すでにのぺたように

(5.2) K； = E  PU h

で表わすことができる。いま《を基準時点にとり，比較時点T の 5しをすべて基準時点0 の不変価 

格系列 （constant price)で評価すれば，任意の時点T に存在する全プラントの資本評価量は

(5.3) ぢ ニ 立  Pj  p lsU  ( | f ) K も  S  P ish

の式:で与えられるであろうo ( 5 . 3 ) の式を利用して，（5.1) 式を次のようビ書き換えてみよう 

( 5 . 1 )式 に お け る 変 数 の 組 ハ 5 2 ^ , …，S n j ' )の代りにKプを置きかえると

( 5 . 4 ) ん0(も，Kゾ) ニ 0

あるいは

>±(22)このプラントの技術特性を技術特性べクトルの相違によゥてまわすという接近は，一般に異質的資本（heteroge- 

neous cap ita l)と名づけられた資本財の能率達という概念を計測可能なぺクトル；として具体め化したものと考えて
よい。

14



経済発展の構造分析（ニ） .

.(5.5) Ky =  0 (X プ） ，フフント，ペース資本投入関数 

が得られるC Kプは個別資本財の総体としてのプラントというタームの資本変数であり，（5*5) 式 

は，プラント♦ベースで資本の投入関数を示している6 上述の展開から（4.9), (4.10), (5.5) の 

三式を取り出して，

(4.9) レ 1 , 2 ,  .，.， n

(4.10) L广

(5.5) K j ニ

のように並べたとき，この力'程式のsetを一■般に要素制約的生産関数，(factor limitational produc- 

tion functions)と呼ぶ。

5 . 2 上記展開で資本の投入関数^HXプ）が， 一般的な商品ベース生ま関数（3 .6 )式と，資本プ 

ラントの特性関数(4.9), (4 .10 )式の連立体系から導出されている点に注意すべきである。もし 

プラントの特性関数が，プラント能力X メの影響を全く受けないとしたならば， 換言すれば，対数 

線型近似の特性関数の場合，

( 4 .1 2 )ズりニりXタ*ん i = 1 , 2 ,  ... n

(4.13) マ 〜  '

の式においてりニ1 ( i ^ l , 2 , ，..?0 , ニ 1ならば，中間財投入係数びり労働係数らも規 

摸に関して不変となる。この場合には生産の技術的関係は（3.6) 式の商品ベース生産開数

り . リ, ズ2メ， Xfij}しJ，Sij,ぶ2ソ, Sfij)ニ G

のみで十分に表現され，資本の特性関数を考慮する必要は全くない。

これに対し，もし各投入係数が，プラント能力の増大につれて変動i'"るならぱ，プラントの技術 

特性関数は，商品べ-•ス生産関数に影響し, 生産プロセスに大規模生産の利益—— 技術的規模の経 

済性—— を発生させることになる。対•数線型近似の特性関数（4.12), (4.13) 式で

タりく1 (  ̂ニ 1 , ’*.， " ）あるいはタ1(_/<1 

の場合がこれに該当する。（く記号は少なくとも一つは不等号となることを示す）

5 . 3 さで，測定のための模型として，われわれは各関数を次のように特定化する。 任意のゾ商 

品の生産に対，して，商品ベース生/ま関数をコブ，ダグラス型で近似しよう。

(5 .6 ) X ニ / ( L ,  K ) ニ 化 0 < な <  1 , 0 < r K <  1 

プラントの技術特性関数も同様に対数線型で近似する。

(5.7) L =  £r(X )-«t,X n fiしく 1 

とこにX : 生産量もしくはプラント能力親模（トン） ''

 15  ---- -
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K ：不変価格表示の実質プラント評制額；プタントベースの資本投入量(K jニ も P ts t j, 

不变価格表示）

L ：労働投入量もしくは当該プラントの稼動に必要な労働量（マン，マンアワー）

中間財投入に関しては， ニ 1すなわち，固定係数を仮定する。

さ て （5 .7 )を （5 .6 )に代入すると，

(5.8) K 二び kX-k

但し， <xkニろ-女 ぴ Lー 务 , ^K=

を得る。

(イ） もし（5.6) 式が次同次関数ならぱ

(5.9) rL+rKニ 1

したかって， ニ ー と と な り , で あ る か ら

(5.10) fiKン 1

という結果を得る。

(ロ） 一般的に（5 .6 )がW 次同次関数（m > 1 )の場合には， 5 > 0 として，rL+rK = l + わ し  

たがって，）9k>1の条件は， P l< 1—" ^ となる。逆に /3lがこの条件をたす限り， i5K>lは 

保障される力* もし f k > 1 一- ^ の場合にはiSK<1また，レ 1一 の 場 合 に は ， Pk = 1 と

測定されることになる。

( 6 ) 生産主体の単位費用極小行動

6 . 1 いま要素制約型生産関数を次のように設定してみよう。

(5.7) L ニ へ ， 0 < / 5 l < 1 ;労働投入関数

(5.8) K 二びkX/% iSjc〉 1 ;資本投入関数

このとき，労働の価格をM；, 資本利用の価格をr (準レント）とすれぱ， 単位費用（生産能力举位 

当り費用）じは,

(6 . 1) C ニ さ r  ニびl X れ一， ぴkXな-ヴ

で定義されるだろう。われわは，この填位費用C が極小になるように，プラントの最適親模X0力，〜 

選ばれるものと考える。その必耍条件は

^ - 0  . . . び — び k(Pk — 1)X/>K-2'== 0

これをX について解くと ,

1

-
-
-

-

-

-

-
- 
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X。ニイf y

0 <  <5^<1 のとき

(f)
B

(f)i+ 1  <

要素相対価格

6 , 2 以上の生産主体の行動モデルについて，次の点を強調しておく必耍がある◊

(イ） この生産者行動は，通常の利潤極大あるいは費用植小のモデルと異なり，単位費用極小の最 

適規模決定のモデルである。それは供給サイドの単位生産費極小点であり，需要の規模を無視して 

いる。、 .

(ロ） 上記モデルでは, 0 く化< 1 , わ 〉 1 のケースについては，与えられた耍相対価格に対 

し確かに費用極小点の最適規模X。が帝teすることを見た。しかし0 < ん < 1 , /Qk^1 の場合には， 

そのような最適点は存在しない。供給サイドから見れば,たとえ要素相对価格を与えられたものと 

しても，規模を大きくすればするほど，単位労務費も，単位資本費用も逾減する。そり結果，需要 

の存在する限り，プラント能力を拡大することがそれだけ有利となる。 ,

(ハ）A < 1 , 1 の場合，さ ら に と い う 条 件 が あ れ ぱ ，時間に関して耍素相ネオ価格(^-) 

の上昇は，一層，この能力規模の拡大化を徒進するであろう（後述のように，現実にこのようなケ-ス 

がK ( I )型と名付けられた座業で観察される）。

(ニ） このもデルでは，要素相対価格の変化にもとづく労働と資本の代替は，プラント能力規 

模X の拡大過程を通じてのみ進行する。このことは同時に， 資本プラントの更新（新投資）を通じ 

て，各生産要素の代替がおきることを意味している。 これは資本に体化された技施变化が意味する 

一つの具体的な形態である。さらに，個々の資本財（Siハ 52 メ，…，S n j ')の総体として， 第メ商 

品を生産するためのプラントという資本概念を導入し，そのプラントの技術特性関数として，h j ニ 

g jO ^ j )という式を陽表的に定式化したことは，これまで，互いに比較不能な異質? 本 （heterogeu- 

eous c ap ita l)という測定不能なタームで扱かわれてきた概念の具ft：化であり， これを測定するこ
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(6.2) ザ  K-ルL-(タ丁 K♦ ニ  ぺ _^)’

こ こ に <5 ニ である。このようにして，各時点で与えられた要素相対価格の下

での’ 最適プラント能力X。が定まる0 

要素相対価格(■^)の上昇に伴って，この最適能力規模X 0は因 1の如く上昇して行くであろう*

図1 要素相对価格と最適能力規模の関係 ノ

X。

久i+1

X?

最
適
能
力
规
模
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とが本研究の目的の一'^^になっている。

⑥ 本 来 ，規模り経済性という語は，経済学の次元での規模関にする収獲適増（，"次同次関数の設 

定における"I> 1の場合）という概念と， 純粋に工学的な次元での規模拡大に伴う投入妻素の適減傾 

向という要素の混合物であって，伝統的な理論では，たとえ各部門ごとの大規模生産の利益の工学 

的研究があったとしても，通常は後者を無視するのが普通であった•

われわれの研究は，後者のエギ的な関係を資本プラントの技術特性関数の測定として把握しよう 

と試みる。たとえぱL ニびlX なの式において，ん <  1は，プラントの技術特性を表わす0 その能 

力規模X と必耍労働量L の間に，設計を異にすれぱ，X とL との間に工学的にL ニびlX へ，J0L<1 

で近似される設計法測が存在していると考える。その結果，より大きな能力をもつプラントの必要 

労働係数は，より小さな能力のプラントの必要労働係数よりも小さい。この規模に関する労働係数 

の適減法則は純粋に工学的な設計法則（design low )を基礎にしているのである。

H このプラントの能力規模の掀太に応じて，必要労働係数が遞滅するという工学的関係と，能 

力拡大に対応するプラント建費用の境大の程度が相まって， ある条件の下では最適能力規模X® 

が与えられた要素相対価格の下に決定され，別の条件の下では，需要規模の許す限りプラント能力 

を拡大することが有利なことが部の産業に見出される。この何れの場合にも，それは，プラント 

設備の indivisibiUtyの存在を.意味するものであり，加えて，その分割不能の単位，すなわちメラ 

ソトの最適あるいは最大規模は，年々の相対価格の変動と需要規模の増大の下に変化していくこと 

が知られる。換言'すれぱ, L 二びlX タL ,およびK ==びの各パラメタの大きさが，年々の与えら 

れた条件の下で，そのプラントの不分割性の単位を決定するのである。

以下の節で，実際に，との設備（プラント）の不分割性の単位の測定を試みよう，

( 7 ) 技術的規模の経済性の検出

7 . 1 測定の目的 V

-前節までで，ある特定の部門では，その生産プロセスに，技術的規模の経済性が，工学的法則に 

基づいて存在する可能性のあることを説明した。

こととき，さらにこの場合には企業の生産物単位当り費用の極小行為が行なわれるとすれば，そ 

の行為はプラントの:t 適規模を決め，その結果，プラントに不分割性の位が発生することをモデ 

ル化した。さらにその不分割性の位は，年々の要素価格体系の変化に応じて変勘することを述べ 

た。もしこのHi点が確認されれぱ，それらは互いに相まっ.て従来の生廣可能集合の凸性の仮定に矛 

盾する結果を導くだろう。われわれは，この術的規模 .の経済性の有無を，■fTJ■能な限り厳密に検証 

しようと試みる。これは生産関数の測定間题である。計測の第二段階として，もし，各投入過程に

_  18 _  ■
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技術的な規模の経済性が見出されるならぱ，年々の要素相対価‘格の变化に対応して変化する設傭め' 

不分割性のi'ti位 （プラントの最適能力規模A；。）を測定すれことができるであろう。 この不分割性の単 

位が年々大きくなることがぽ認されたとすれぱ，この最適能力以下の規模のプラントは，その時点 

の社会では，それ以上の規模をもつ他のプラントよりも非効率的であることを示すことになる。

7 . 2 変数記号

以下，単一商品の生産プロセスに関し，小文字は理論変数，大文字は，それに対応した観測変数 

とする。

U)理論变数

^ : p lan t能 力 （t o n )(設備のindivisibilityの単位）

/ ：ダの生産のために必要とされる労働投入量 

み：A；の生産のために必要とされる延労働時間

み：プラントの建設費用（不変価格表示の資本） .

ai)観測変数；観測点は個別享業所（個ま）である。

Xf : S番目の事業所（production u n it)の生産量 

レ ： 生産のために必要な労働投入量 

H f : X f生産のために必要な延労働時間 

' X : 享業所平均能力

H : 事業所の平均延労働時間 ’

X = I] X t  H ニ! :  Hi

N : 事業所数（あるいは標本数）

脚雨者の対応関数

XニXJXfニNX{三":Vが恒等的に成立する, 

^ ：労働投入係数ス
I
X

11H
1
X

7 . 3 諸仮定

前述のように，技術的な規模の経済性を発生させる最も基本的な要因は，プラントに体化された 

技術の特性である。そこでまず，第メ商品の生産に使用されるプラントの技術特性関数及び資本の 

投入関数

(7.1)

(7.2)

(7.3)

Xii ニ f  ijOCj), 

k jニ hijCjCj)， i

19
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" , 原材料投入関数 

労働投入関数 

U 資本投資関数
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の関数盤に関して# 次の特定化を行なう。

(7.4) X i j  — a t j  i  ニ 1 ， 2, …， n ,

(7.5)

(7.6) kj  =  aKj

ここで，前項でのぺた生ま主体の行動モデルを明確にするため，あらかじめ次の仮定を設け 

仮定1 . すべての i.= l , 2 , …， " に対して，

ルメニ1 : 原 材 料 投 入 に 関 す る 画 定 係 数 /

仮定2. く 1 ；労働投入に関する技術的規模の経済性 

仮定3‘ Pkメ> 1 ;資本投入に関する規模の非経済性

仮定4 . 各生産主体は，与えられた要素相対価格の下で，生産能力単位当りの費用

ハ S  P<义，>+«ひら+ デも

XJ

を最小にするようにプラントの最適能力規模ズ0が定められるI

7 . 4 計測のための理論モデル

前項の諸仮定を充たすとすれば，確かにプラントの最適能力すなわち，設傭の indivisibility最 

適単位，roが決定されることになる。 この設備の不分割性の発生は，いうまでもなくプラントの技 

術特性関数の形状に起因している。そこでこの特性関数のパラメタの測定を試みることにしよう。

まず, 第メ商品の生産過程で使用されるプラントの技術的efficiencyを次の式で近似する。

(7.7 ) .......... / = びo'l： 但し，. び0> 0 , 1  >f i o >  0

ここにA：は単位プラントの能力規模（物量ターム，ton)であり， /はその単位プラントを運転す 

るのに必要な労働投入量である。

い ま （7 .7 )式 , ニび0ズMUi線上である時点の最適能力規模ズ1が定まったとしよう。 このプラン 

トを増設して社会全体で" 基のプラントが稼動している場合， それに必要な全労働投入をL'OO 

とする。 このとき！/ と の 関 係 式 が 図 2 の I ニびoA：〜曲線上の;VまAにおける接線で表わされる 

もの仮定しよう0

最適能力がA；*のときこの接線は，一般に

(7.8 ) ................ <2 (a；jO+ろ Oa)(ね. ズ A) Xk t given

あるい.は X/ = "ズと表わすと

、 （7.8)/….…‘，1/ニ b (■ズA)X'

注(23 ) ル/= 1 , fkj  く U の仮$1?は，これまでになされたすべての計測（クロスセクシa ン分祈） ではぽ経餘的に確かめら 

れている仮定である0 ほ 崎 as), O zak i〔U〕參照。

20
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旧 2

と.ける 0

命 題 〔I 〕 逆にいえぱ（4 .1 )式 / 二び0ズ〜曲線はAA'線，BB'線等の包絡線を対数線型で近似し 

たものとして定義される。

プラントの技術特性としてわれわれ力';知りたいのはこめ曲線のパラメタ値である。

( 7 .8 )式の常数項< zO jO と勾配み（ズf t )は （7 .7 )式:のバラメタを用いると次のように表わせる。

(7 .9).........I / = | ( l—A))び oA：f [  + (みび。ズ

II

(^*)
II 11 

bOCk) in*Xk)

(7 .7 )式 と （7 .9 )式は，H. B. Cheneryが費用関数のクームで，それぞれlong-rtm cost curve 

および Intermediate cost curveと呼んだものに形式的には対応してv，,る （Chenery〔3 〕)。

このとき理論的には，第 2図から，次のような条件を充たすことが期待される。

U) fl(:CA)>0, b<iXk)> 0 (但しダ;i ニ 0 を除く）

( i i )-お (ダ*) > 0 , 0

(iii) « またはズAの増大につれて労働投入係数よ減少する。

U )と (iii)は，《 (ダ*)> 0である限り，たとえ .Tjtが一定であってもダ?の増加は， 単位労働力投入 

量を減少させる効果をもつことを示すo Oりはプラント能力が増加するにわれて，接線の截片 

項 <̂ (ユ-た）は増大し，勾配K ズは減少して行くことを示している。次項以下で，これらの性賀が 

現実に観測されるかどうかを調べることにしよう0 '

7 . 5 デ一夕

計測に用いられたデータは，労働生産性調查個ま（昭⑩ 0〜39年, .43年〜48年）洋紙 • 板紙である。 

この調査の特徴は，よく定義された商品毎の物量単位の生産量X (ton )，と,そのプロセスの直 

接労働投入時間を調査しているととでボって，技術t博造の分祈にとってきわめて詳細なデータを与■

一- 2 1 一一一

，奪ザ挪構想臓，挪微纖ぁ着激》想侧微御な湖袖於が御海，—資
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える。この労働生産調査は，次の諸点に関し，最適の性格を具えている。

(イ） よく定義された商品分類の下に，各商品毎の産出-投入に関する調査がなされている。

(ロ)年間産出量水準は物量（t o n ) ,勞働量はその商品生産のために投入された直接1年間労働時間 

を事業所別に調查している。

(ハ)同一商品について* 約20年間のデータが得られる。

したがって，敷品価格の時系列变動を考慮することなく，純粋に投入® 数を測定できる。

20年近くに瓦るこのような調查は，筆者の知る限り他に存在しない0

7 . 6 計測結果

さて，労働生産性調をの個表を用いて，上述のモデルを計測した結果を以下に吟味してみよう 

i ) 計測A ：まず，各年海の個別事業所を単位とするクロスセクション分祈から始める*

計測式は先の（7.8)'式の計測式

(7.10) Ui = a+bXi-\-Ui但し，"《はランダム変数 

である。計測の結果は（表1-1)および (表1-2)に示されている。

これらの表を因示したものが，因 3 , 図 4 である。明らかに次の事実が観察される•

観測享実 I : 各年次ともにプラス截片ぷおよび《が有意に計測される。

(表 1一 1 ) クロスセクション分析結果

极紙 Hニ a+ iX
X ;各プラントの生産量（ton)

H ;各プラントごとの労is時間数

-S' 0-Value) ひ- Value) r
Nプラ 
ント数

x ( トン）
平均生産量 平均労働時間

a=Ch / x )
労働生産性の逆数

1955(8.30) 9659 (1.04) 20.79 (13.69) 0.9575 18 3989 92596 23.21
1956(5.31) 24046 (1.84) 17.39 (10.51) 0,9201 21 5492 119550 21.77
1957(S. 32) 14196 (1.44) 15.74 (13.40) 0.9416 24 5560 101732 18.30
1958(S. 33) 25512 (1.30) 16,01 (7.10) 0.7965 30 5993 121455 20.27
1959(S.34) 35367 (2.10) 11.22 (8.93) 0.8525 31 9653 143647 14.88
1960(S. 35) 80445 (3.67) 5.36 (4.95) 0.6590 33 12792 148965 11.65
1961(S. 36) 67127 (1.87) 5.75 ( 4.10) 0.5591 38 15638 157102 10.05
JL962(is. 37) 78047 ( 3.83) 4.02 (5,13) 0.6557 36 16726 145309 8.69
1963(S. 38) 72122 (3.83) 4.16 (6.47) 0.7199 40 17980 147066 8.18
1964(S. 39) 66732 (3.51) 4.16 (7.71) 0.7811 39 21311 155446 7.29
1965(S.40) -- *--- .~̂ -~~ 一 — - '—. .~ .. •
1966(8.41) --- ■--- ，—- —. . —. .__ .....
1967(5.42) -~~' 一 ■-- •~ ——* --* •--- ，‘ ■~ .
1968(8.43) 93504 (7.50) 4.27 (12.68) 0.8585 58 27558 211128 7.66
1969(8.44) 94872 (8.61) 3.5,4 U7.18) 0.9140 59 37338 226890 6.08
1970(8.45) 117252 (11.22) 2.79 (14.27) 0.8852 57 36846 220158 5.98
1971(8.46) 107148 (10.03) 2.48 (14.06) 0.8788 59 39762 205854 5.18
1972(8.47) 111846 (10.42) 2.31 (13.32) 0.8675 59 40920 206370 5.04
1973(8.48)

1
105456 (10.72) 1.75 (13.48) 0.8719 58 50916 194736 3.83

22
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(表 1
洋被

2)
Hニ a + ろX

公 (i-Value) t (f-Value) r N X H A ニ (IT /Y)

1955(S. 30) 34306 (4.24) 25.59 (24.03) 0.9709 36 05609 177845 31.71
1956(8.31) 44734 (4.28) 22.72 (20.12) 0.9572 38 06353 189061 29.76
1957 (S. 32) 44662 (3.76) 22.14 (19.94) 0.9587 36 07294 206155 28.26
1958(3.33) 36270 (2.63) 20.99 (14,50) 0.9203 39 06825 179554 26.31

1959(S. 34) 39015 ( 2.M) 20.77 (23.09) 0.9628 43 08798 221705 25.20
1960(S. 35) 35186 (1.78) 22.54 (14.28) 0.9052 46 08468 226058 26.70

1961(8.36) 47577 (2.97) 16.58 (16.00) 0,9238 45 09734 208949 20.95

1962(8.37) 62405 (4.36) 16.15 (20.06) 0.9602 35 11571 249282 21.54

1963(S.38) 63115 (3.08) 14.41 [13.20) 0.9169 34 13044 251135 19.25

1964(S.39) 68063 (4.32) 12.03 (14.23) 0.9253 35 13026 224792 17.26

1965(S.40) 一
— • . 一 一 *--- — — —

1966(8.41) '一
■ 1 — —  ̂. 一 --- •--- 一 — .

1967(8.42) — . ——

1968(8.43) 107322 (16.76) 5.20 (22.76) 0.8650 175 08832 153240 17.35

1969(8.44) 173220 (9.14) 4.13 (14,37) 0.6716 251 23940 271992 11.36

1970(8.45) 184560 (11.34) 3,16 (15.57) 0.7097 239 28818 275694 9.57

1971 (S. 46) 172284 (9.77) 3.27 (14.26) 0.6809 235 28344 265056 9.35

1972(8.47) 180102 (9.85) 3.05 U3.72) 0.6706 230 28494 266946 9.37

1973(8.48)
• • .

172878 (10.61) 2.62 (15.47) 0.7157 228 34854 264216 . 7 . 5 8

20.0

10.0
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図 4

公

観測事実]！: 年々截片は増大，勾配5は減少の傾向をもつ。

観測事実1 ：年々事業所平均生産量Xは増大，平均労働投入係数（フ) は減少。

これらの観測事実I , 冗, I I Iは，先に示したモデルの性質（i), (ii)； (ui) と整合的な結果を与えて 

いる。

計測B ： 次に，昭和30年〜48年にかけての時系列分析の結果を調べる必要がある。

表2 時系列分祈結果

1955〜1964年時系列 log a (^-V alue) -Value) 7
板 H ニ《X- 3.9865 (23.01) 0.2833 ( 6.54) 0.9072

紙 H ニ aX タ 3.8097 (16.72) 0.5091 (12.25) 0.9711

洋 冗 ニ《X# 3.8842 (14.52) 0.3626 (5.39) 0.8703

紙 H ニ ffX# 4.6150
-----------:__；_________

(7.39) 0.4076 (3.68) 0.7628

計測は二通りある0 —つは各年の全ぎ業所の平均労f i時間 H と，平均生摩量X を標本点とした 

次式

( 7 . 1 1 ) HニびX- ’

を計測したものであり, 他は,，各哼点の個表（個別事業所）をそのまま標本点として， これらを時 

系列にプールした場合の，次武 ，

24
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(7.12) H ‘= «X  パ

を針測することである。計測の結果は，表 2に示されている。 （表 1 , 表2.ともに計測結果は統計的に 

きわめて安定した値を示している）

計測A と計測B の結果を重ね合わしてこれを図示すると，図 5 のようになる。

このことから，次のような観測享実が得られるであろう。 '

観測熏 突̂¥  ：図 5 のように（7 .1 0 )式 ほ （7 ,1 1 )式および（7‘1 2 )式をともに切る。

m 5

h

(7.10) U = a + b X
(クロスセクシヨン)

7 . 7 理論モデルと観測事実〔I 〜IV〕の対応関係

ここで，先の理論図式が期待さられる条件と計測結果の値との相違を明らかにしなけれぱならな 

ぃ。

いま理論式（7 .8 )または（7 ,8 ) '式に対しては計測式（7.10)式 （クロスセクション）を用い，他 

方，理論式（7 .7 )式に対しては（7.11)または（7.12)式の計測（時系列）を对応させてみよう。

(a)前節(り，ttOの条件は，先のぽ測事実I ,  H, HIと矛盾しない。すなわち，計測A において

U)’ di> 0 , bt> 0

o i r 又の増大につれてんは増大，らは減少
- H

(iii)" X の增大につれて， ；! ニ は減少

(b)しかるに，計測B 〔時系列分析〕の結果を先のグロスセクション分析の結果と比較すると，理 

論図式（7 .7 )と （7 .8 )の関係は明らかに矛盾していることがわかる。（図2 と図5参照）

つまり，理論モデルの（7‘7) / ニび0が0 式 は （7 .8 )式 ！/ 二 び ゐ O a) .X ’の包絡線であ 

るのに対し，計測B における観測事英]'/では，（7 .1 1 )または (7 .12 )式が， （7.10) 式に接しな 

いで，明らかに，このクロスセクシヨン計測式を切っているからである。

(C)以上のよう,な観測事:実 （]\0と理論上要請される条件との非盤合性はどのように解釈されるの 

か，これが次の間题となる。

まずぽ測上の（標本）単位と理論上定義された設備の単位の関連を明確にしなけれぱならない。 

実験データはproduction unit (事業所別の個ま）を標本点としすこ.(X*, H0。 しかし，理論上定義

一 — _ .  25 —一-
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されたA：あるいは任意の値A；*は，それが一度採択されると，それ以上分割不可能（indivisibility) 

な単位プラント（plant u n it)の能力であって， 前者は後者の複合体としての単位に過ぎない。 理 

論上要請されるのは，プラント能力:Vあるいはズftの方である。

そこで，ある時点でA：★が採択されたとき，任意のぎ業所の生産能力X *と基本単位ズ*の間には， 

次式が成立しているとみなす。

(7.13) Xi =  niXk («•ニ 1 , 2 ,

明らかにn ニ 1の場合を除いて観測される個別事業所の生産能力と理論的な基本単位ズ* と 
(24)

は同-^ではない。これが理論モデルと実際の観測結果との乖離の第1の問題である。•

(d)次に，理 論 式 （7.8)/式 （a'aが定ったときの接線の式）

(7 .8)' L 'ニ ( 义 ゐ 但しXJ ニ";Va

を推定するのに各年次のクロスセクション計測式

(7.10) H iニ《+.みXf

を用いた点が検討されなけれぱならない。そこで，次のように考える。各年次において，その時点 

で与えられた総需要量ゃ耍素相対価格の与件の下で技術的に，最も efficientな :(りが只一つ決  

定されていると考えよう◊ そのとき，同時点に存在するすべての事叢所の生産能力X i(り は ， 次 

のように表わされる。

(7.13)' Xf(りニ" ベり， (り

(7 .13 /式は，各時点には，その時点に画有の最適能力規模ズ;t が只一つ実現しているということ

を意味している。この設定の有効性は，（イ)モデルの簡潔性，（ロ)その操作可能性および(ハ)計測結果の

統評的安定性の基準によってのみ判定される。次節ではこの仮定を基礎にして，実験計画を組むこ 
• (25)

とにしよう。

[三ffl学会雑誌j 73巻 1号 （1980年2月）

7.8 «0，A)，ズA(り の 測 定 （/ = び0パ 0)

7 .8 .1 ます、/=«0ズ〜仙線上の各点における接線の式を計測することから始めよう。 前節の

(7.13)/の関係を認める限り，理論式ズ= び0が0上の各点の接線

(7.8)/ L/ニ <2 (ズ*) + ろ … '但し =

において，X / (りニ Xズりニ"i( り ♦ズ*(りカ诚立する 0 HUに開しては，計測式は Hi ニび+ みX# で 

あった。この式は 1 /ュ + ゐ（ズA)X'と同型であるから，X 'の代りにXf, 1 /の代りにHrをお

注(24) X f = « び*あるいはX ニ =  等の関係成は，生ま主休 （produ ction  u n it ; )の s i z e の決定いとう経済学的問

題を， 位設備 (p la n t  u n i t ) の s i z e の決定という：C学的な問題に転換することを可能にする◊ その場合，ズ* と《が 

いかに決定されるかの図式を必耍とする。

(2 5 )突際間題として，構造変'化や技術变化の問題は，長期の問題である。この祝点からは，各年次每に定まるぉ(りの推 

定とその变化を測定するとと力V®も道要であると考える。

—   ......
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経清発展の構造分析（ニ）

くことができる◊ そこでH•測式は次式となる。

〔7.14) Hi=a(iXk)-\-b(iXk')，X i ........各時点で a，j^=given

このようiこして（7.14)式の計測によって理論式（7 .8 )式のパラメタの推定が得られる。 各時点 

每にし S法で推定されたクロスセクシ3 ン.推 定 値 が わ b として表1-1,表 1-2に示されている。 

(a, h % a , みの不偏推定値である。）

以上のように，理論の要請する（7 .9 )式の<z(a：j O , み（文* ) の推定値が得られるが， いまだ各 

時点のズAが得られたわけではない。

7 . 8 . 2 各 線 の 式 （7 .9 )が得られたから，次に命題〔I 〕（page 2 1 )によって，その包絡線を 

求めよう。包絡線が対数線型ならば，

(7.7) I —aoX^o 

と表わせる。このとき接線（7 .8 )式は，次 の (7 .9 )式となる。

(7.9) L 'ニ K 1 一 A))び。が 。} + (A)び。ズ 『り X'

あるいは

« ニ（1 一/3。）びo V o  

( 7 , 9 / 式から，各時点で次式が成立つ。

(7.9)'

(7.15)

(7 ,1 5 )と （7 .9 ) 'の一つの式から次式が成立する。

(7.16) び0
1 P fi

，(1 一A))/3o 1一ん}ゐ一̂ て

そこで前節5 .1で得られた4 ( 0 , ゐa ) 系列から，時系列分析で，

.(7,17) ’ タニA び)® あるいはlog(^ ニ logA + Blog る

を計測する。ここにB ニーて2 ^ - , Aニfび0 ^ ^  . ( 1 —/3o)A)1-タ。}

このようにして，A ) ,び0, XkCOの推定値が得られる。

7 . 8 . 3 集計データによるA)の近似推定（《(りニ一定の場合〉

これまでの展開は， ミクロ情報にもとづく各年次のクロスセクシ日ン推計値から,その包絡線と 

して卢0を得るという方法であった。

いま，各年次の集計デ'-タH およびX を用い

(7.18) Ii ニ AX®

を時系列で測定した場合, B とA )の関係を調べてみよう， "

—— 2 7 ——
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x ( りニク》（り • ズ々 （り が 成 ☆ し て い る と き ， " （/ )= = 一 定 の 場 合 を 考 え る ,

図 6

(7.19) H ニ（1 —̂ o) • ctoX^ o+ j3o(XoX^o ，n  ~ A n ^ x ^

.*.{(1 一 A i)+«A)}び。が o=A«®a:®( ニ 一定）

こ の と き ■{パ。( 1 一A))び。ズヶ1+/MA)び。ズ-づ

{ -^ (1 -A))+A)"|A)び。パ0-1
IW ( 1 一A0 + び6 が 0-1 ...B

W | ( 1 一 A))び0 ズ-0-1 + "タ。 ズ-0-1|
=A>

(26)
パについての実際の計測値は次のまで示されているI

各 年 次 ごと の ク ロ ス セ ク シ 51ン直 線 の包 

絡線として推定された値

枚 紙 洋 紙

j9o=0.4817 〜 0.5116 /9。= 0.4290〜0.4360

'築計デークの、 

、時系列分析 /

H ニ タ L

H ニ5 X lれ

S. 30〜S. 39 

ん ニ  0.5091 

/Sl ニ 0.2833

S. 30〜 S. 39 

&  =  0.4076

^L = 0.8626

この表の結果は，時系列データ分析のみを用いる場 合 （事業所別平均H, X のデータを用いるよりも） 

集計値H, X のデータを用いた方がよい推定値を与えることを示している。とれは前填で与えられ 

た商品ペース生産関数の時系列計測結果に理論的. ミクロ的根挪を与えるものである。

注(26 )截片項び。とAの関係については次のような関係が成り立つ。 （/=a。ズタ。，H=AXB)

れ一1 :A —or®
功一>ooj A —>oo

そとで，《> 1 ならば，集計変数による常数項A は " の増大i 共に増加する。このととは，観測事突！と盤合的な給 

果を与.える，

28
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経済発展の構造分析（ニ） ‘

7 , 9 —— まとめにかえて—— 商品に画有の技衛特性と単■位プラント（がゅt luiit) の能力めt 

C O の意味は次の通りである。

命 題 〔m  •，時点（において多数事業所が同一商品を生産するとき，全普;業所に共通の不分割性の

単位，X . C O が存在する。各 ま 業 所 の 能 力 は ズ *(りで表わせれる。 また全生産能力Xは，

义= ミXド NXニ (りで表わされる。

命 題 〔no X t C O は n 時点に存在する設備のindivisibilityの単位でもある。ダ★(りがそれ以

上分割不可能であるためにn の増大はI の減少をもたらし，さらにズAの増大はスりの減少を加速し

て，特に装置工業において規模の経済性の効果を発揮させる。 ，

命 題 〔IV〕 ； 0 </8o<1の大きさは，商品每に異なるが， /9o<1の存在が各sectorで使用され 
.. . .

る資本設備のユ りを決定する。もし /3o=1ならば設備の不分割性は存在せず規模の経済性は働

かない。

命 題 〔V〕 とズ*(りは異質資本の技術特性を比較可能にする。

以上，この稿では，資本設備（plant)に体化された，規模の経済性の検出と，それに起因する不 

分割性の単位の測定結果を展開した。実験計画上の間題としては，毎年のクロスセクション分析に 

J iる計測式の変位（sh ift)と，長期時系列分析による生産関数計測式の対応関係に焦点を合わせた。

とれらの結果は，次の二つの意味をもっそいる。一つは，生産関数計測に関する方法論上の問題 

である。従来間題とされてきたクロスセクシg ン分辨と長期時系列分析の関係について，この研究 

では基本的にはクロスセクション計測式の包絡線として長期時系列計測式が導出され得るというこ 

とを明らかにした。技術変化の測定は，異時点間にわたる生産関数のシフトとして把握されるから， 

通常は時系列分析結果を利用せざるを得ない。前稿の各部門の技術の型の決定も，長期時系列分析 

に基づくものであった。本稿の分析は， これら時系列分析に一*つの分析的基礎を与えたものと考え 

られる。他は，資本設備に体化された規模の経済性という技術特性の検出である。こめ特性に基づ 

く設備の不分割性の発生は，後発国経済の発展過程に対■し最大窓量をもつ先端技術の導入を阻害す 

る要因となる。さらに，本稿で確認した規模の経済性の効果の検出は，聯造変化を含む励学体系の 

基礎を形成するであろう。これらについては次稿で展開される》
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